様式１
地域中小企業外国出願支援事業に係る助成費用申請書
年　月　日
公益財団法人　京都産業２１　理事長　様
　地域中小企業外国出願支援事業に係る助成費用を下記のとおり申請いたします。
１．企業の概要等
（１）企業名
業　　種　　　　　　　　　　（日本標準産業分類の中分類に従って記載してください）
資 本 金　　　　　　　　　　円
従業員数　　　　　　　　　　名（平成　　年　　月現在）
（２）所在地
（３）代表者名　　　　　　　　　　印
（４）助成希望額　　　　　　　　　円
２．外国出願の方法と外国特許庁への出願の基礎となる日本国特許庁への出願の内容
（　）PCT出願（国際商標登録出願）による外国特許庁への出願
（　）国内出願を基礎とした優先権主張による外国特許庁への出願
　　　出願番号　［　　　　　　　　　　　　］
　　　出願日　　［　　　　　　　　　　　　］
　　　発明の名称［　　　　　　　　　　　　］
※意匠商標出願又は商標登録出願の場合には、「発明の名称」の欄は、「意匠に係る物品」又は「商標登録を受けようとする商標」に変更して明記してください。また、対象となる国内出願が複数ある場合には、その旨明記してください。
３．外国特許庁に出願する特許出願等計画の内容
（１）発明の名称　　　［　　　　　　　　　　　　　　　　　］
（２）発明の内容　　　［　　　　　　　　　　　　　　　　　］
（３）出願人　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

（４）発明者　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　　　］
（５）出願（予定）国　［　　　　　　　　　　　　　　　　　］
（６）出願スケジュール［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

※（３）出願人、（４）発明者の欄には全ての出願人（共同出願の場合は、持ち分比率を記載）や全ての発明者を明記してください。
※意匠登録出願の場合には、「発明の名称」、「発明の内容」、「出願人」、「発明者」の欄は、「意匠に係る物品」、「意匠の内容」、「意匠登録出願人」、「意匠の創作した者」に、商標登録出願の場合には、「商標登録を受けようとする商標」、「指定商品又指定役務並びに商品及び役務の区分」、「商標登録出願人」に変更して明記してください。
４．外国への特許出願等の動機・目的
５．出願する技術、創作等を活かした事業の概要

６．出願（予定）国を選んだ理由

７．出願の新規性、進歩性、創作性等（先行、類似調査の状況を含む。）
８．出願（予定）国における事業展開方針
９．過去における特許出願等の実績及び権利取得状況（国内及び海外）
10．希望する知的財産専門家等（希望がある場合は記入してください。）

11．外国出願に関する他の公的機関の補助制度の利用予定・申請の有無（有の場合はその内容）.
12．事業申請書に添付する書類（各1部）
	
	添　　付　　書　　類

	法　 人
	１．登記簿謄本の写し
２．会社の事業概要
３．外国特許庁への基礎となる出願（日本国特許庁への出願書類）及び既に外国特許庁に出願している場合にはその出願書類の写し
４．外国特許出願等に要する経費が確認できる見積書、契約書類等の写し
５．当該外国特許出願等に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・助成金等）・・・別紙様式１
６．先行（類似）技術等調査の結果・・・別紙様式２
　＊３．の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で可。
　＊ＰＣＴ出願における国際調査が実施されている場合には、その報告書の写し。

	個　 人　 事　 業　 者
	１．住民票の写し
２．事業者の概要
３．外国特許庁への基礎となる出願（日本国特許庁への出願書類）及び既に外国特許庁に出願している場合にはその出願書類の写し
４．外国特許出願等に要する経費が確認できる見積書、契約書類等の写し
５．当該外国特許出願等に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・助成金等）・・・別紙様式１
６．先行（類似）技術調査の結果・・・別紙様式２
　＊３．の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で可。

　＊ＰＣＴ出願における国際調査が実施されている場合には、その報告書の写し。

	事　 業　 協　 同　 組　 合　 等
	１．定款
２．組合員名簿
３．外国特許庁への基礎となる出願（日本国特許庁への出願書類）及び既に外国特許庁に出願している場合にはその出願書類の写し
４．外国特許出願等に要する経費が確認できる見積書、契約書類等の写し
５．当該外国特許出願等に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・助成金等）・・・別紙様式１
６．先行（類似）技術調査の結果・・・別紙様式２
　＊３．の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で可。

　＊ＰＣＴ出願における国際調査が実施されている場合には、その報告書の写し。                     


別紙様式１
　　　当該外国特許出願等に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）
１　支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	助成事業に
要する経費
①
	左のうち
国内消費税
②
	助成対象経費
③(①－②)
	うち助成額
④(③×1/2)

	国際段階の出動助成に要する費用
	外国特許庁への出願手数料
	
	
	
	

	
	現地代理人費用
	
	
	
	

	
	国内代理人費用
	
	
	
	

	
	翻訳費用
	
	
	
	

	
	その他費用
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


※2カ国以上出願する場合は、国ごとの内訳もわかるように記載してください。
※国内経費」の「助成対象経費」からは、消費税額を除いてください。

２　収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額
	資金の調達先等

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	助成金等
	
	（公財）京都産業２１

	その他
	
	

	計
	
	


３．助成金が受けられなかった場合、または申請額より減額して交付された場合の対応策
別紙様式２
先行（類似）技術等調査の結果
　(注１)　添付書類３．の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で結構です。
　(注２)　PCT出願における国際調査が実施されている場合には、その報告書の写しを添付してください。
様式３
助成を受けようとする外国特許出願の状況及び今後の対応等に関する報告書
	 　企　業　名
	

	外国特許庁への出願内容（概要）、出願国
	

	
	

	

	助成を希望する外国出願に関する出願国・出願日・外国で付与された出願番号等の概要
	

	
	

	

	助成を受けようとする経費の支出明細（支出相手方、支出金額、支出年月日）
	※支払い実績を示す領収書等を添付


	
	

	

	その他（特許権等取得後の事業に関する予定、外国出願に関する意見等）
	

	
	

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　責任者（役職、氏名）：　　　　　　　　　　　　　　印

様式４
外国出願支援事業の助成を受けた外国出願の査定状況に関する報告書
                                                                    　年　月　日
　　　　　　　　　　　　殿
　外国出願支援事業に係る査定状況を下記のとおり報告いたします。
１．報告担当者
　(1)企業名
　(2)担当者（役職、氏名）　　　　　　　　　　　　印
２．外国特許庁に出願した特許出願等の内容
　(1)出願番号　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(2)発明の名称　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(3)出願人　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(4)発明者　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(5)出願国　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(6)出願日　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
※(3)出願人、(4)発明者の欄には全ての出願人（共同出願の場合は、持ち分比率を記載）や全ての発明者を明記してください。
※意匠登録出願の場合には、「発明の名称」、「出願人」、「発明者」の欄は、「意匠に係る物品」、「意匠の内容」、「意匠登録出願人」、「意匠の創作した者」に、商標登録出願の場合には、「商標登録を受けようとする商標」、「商標登録出願人」に変更して明記してください。
３．外国特許庁の査定状況等
　(1)査定結果　　　　　　   特許査定　　　・　　　拒絶査定
　(2)特許番号（特許査定） ［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(3)拒絶理由等（拒絶査定）［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(4)その他査定状況等に関する報告 （海外における事業展開の進捗状況など）
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